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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次 第25期中 第26期中 第27期中 第25期 第26期

会計期間

自平成17年
７月１日
至平成17年

12月31日

自平成18年
７月１日
至平成18年

12月31日

自平成19年
７月１日
至平成19年

12月31日

自平成17年
７月１日
至平成18年
６月30日

自平成18年
７月１日
至平成19年
６月30日

売上高 (千円) － 2,047,740 2,332,608 3,904,627 4,101,467

経常利益 (千円) － 23,569 5,463 160,347 52,432

中間（当期）純利益又は中

間純損失（△）
(千円) － 31,185 △28,785 7,931 69,231

持分法を適用した場合の投

資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) － 479,205 479,205 332,730 479,205

発行済株式総数 (株) － 1,164,800 1,164,800 457,400 1,164,800

純資産額 (千円) － 1,012,048 1,007,919 700,078 1,049,339

総資産額 (千円) － 3,897,783 3,911,371 3,527,883 3,662,861

１株当たり純資産額 (円) － 868.86 865.48 1,530.55 900.99

１株当たり中間（当期）純

利益金額又は１株当たり中

間純損失金額(△)

(円) － 33.59 △24.71 17.34 66.21

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － 33.50 － － －

１株当たり配当額 (円) － － － 10.00 10.00

自己資本比率 (％) － 26.0 25.8 19.8 28.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 198,862 160,031 427,895 340,308

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － △152,978 △374,471 △519,578 △331,465

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) － 270,473 237,543 31,113 8,136

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高
(千円) － 512,537 236,263 196,180 213,160

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］
(名)

－

[－]

121

[479]

138

[524]

128

[414]

137

[457]

　（注）１　当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、第25期は潜在株式は存在しますが、当社株式

は非上場であり期中平均株価が把握できないため記載しておりません。第26期は潜在株式は存在しますが、

希薄化効果を有しないため記載しておりません。第27期中間会計期間については、１株当たり中間純損失で

あるため記載しておりません。

５　従業員数欄の［外書］は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時間勤務として計算した期中平均

人数）であります。

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

半期報告書

 2/37



６　当社は、平成18年９月１日付で株式１株を２株とする株式分割を行っております。

７　当社は、第26期中間会計期間より中間財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（名） 138（ 524  ）

　　　（注）　従業員数は就業人員であり、従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時　

　　間勤務として計算した期中平均人数）を記載しております。

(2）労働組合の状況

 　 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　　　　当中間会計期間におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題の影響、原油や素材価格の上昇、改正建築

 　　 基準法の施行に伴う建築着工件数の大幅な低下などにより、企業収益に陰りがみえるとともに、個人消費において

 　　 も、ガソリン、食料品など生活必需品の値上がりによる出費の手控えがあるなど、不透明感が増してきました。

 　　　 外食産業におきましては、企業間競争はもとより、エネルギーコスト、食材・資材等の原材料価格、パートタイ

      マー時給などが上昇する中、中国食材に対する不安や、食品関連業界での偽装や不正表示などの不祥事が相次ぐな

 　　 ど、大変厳しい経営環境にありました。

        このような環境におきましては当社は、８店舗の新規出店（当初計画７店舗）、１店舗の改装を行い、不採算店

　　　１店舗を退店しました。これにより当中間会計期間末現在の店舗数は58店舗（前中間会計期間末比10店舗増加）と

      なりました。

        営業面では、それぞれの業態で商品を中心としましたブラッシュアップを重ねると共に、売価の見直し（一部値

      上げ）をし、一方で積極的な販売促進を展開しました。また名古屋センターへの設備投資の実行や、食材トレーサ

      ビリティ業務の強化を行うなど、衛生管理体制の充実化も推し進めてまいりました。

　　　　以上によりまして、当中間会計期間の売上高は2,332,608千円（前中間会計期間比13.9％増）となりましたが、

 　   利益面では、プロパンガス価格の上昇、パート・アルバイト賃金の上昇、出店経費の増加等を吸収できず、営業利

      益28,887千円（同46.9％減）および経常利益5,463千円（同76.8％減）と増収減益となりました。

　　　　中間純利益につきましては、退店に伴う固定資産売却損30,115千円を計上したことにより、中間純損失28,785千

　　　円（前中間会計期間中間純利益31,185千円）となりました。

     

 

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間会計期間末に比べて276,273千

円減少し、236,263千円となりました。

　なお、当中間会計期間末における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間末において、営業活動により得られた資金は、前中間会計期間末に比べて38,830千円減少し、

160,031千円となりました。これは税引前中間純損失25,179千円に対して、減価償却費136,977千円、退店に伴う固定

資産売却損31,320千円および仕入債務の増加額32,825千円があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間末において、投資活動により使用した資金は、前中間会計期間末に比べて221,493千円増加し、

374,471千円となりました。これは主に、８店舗の新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出が355,437千円

あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間末において、財務活動により得られた資金は、前中間会計期間末に比べて32,929千円減少し、

237,543千円となりました。これは主に、長期借入れによる収入600,000千円があった一方、長期借入金の返済によ

る支出298,536千円、社債の償還による支出50,000千円があったことによるものです。

２【生産、仕入及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
 当中間会計期間

（自　平成19年７月１日 
至　平成19年12月31日）

 前年同期比（％）

チャーシュー細巻き　　　（千円） 41,046 129.6

ギョーザ　　　　　　　　（千円） 27,135 146.9

カットネギ　　　　　　　（千円） 16,909 117.4

白髪ネギ　　　　　　　　（千円） 9,619 87.0

その他　　　　　　　　　（千円） 91,026 105.9

合計（千円） 185,738 115.0
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　（注）１　上記は名古屋センターにおける生産実績であります。

２　金額は製造原価によって表示しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　その他は、タレ・調味料等であります。

(2）仕入実績

　当中間会計期間における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
 至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

麺類　　　　　　　　　　（千円） 66,818 112.5

精米類　　　　　　　　　（千円） 42,838 103.9

肉類　　　　　　　　　　（千円） 149,090 466.9

酒・ドリンク類　　　　　（千円） 54,749 167.1

野菜類　　　　　　　　　（千円） 61,012 216.5

スープ類　　　　　　　　（千円） 47,874 195.9

その他　　　　　　　　　（千円） 208,203 55.1

合計（千円） 630,587 105.8

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、タレ・調味料等であります。

(3）販売実績

　当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当中間会計期間

　　 （ 自　平成19年７月１日
  至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

クイックサービス部門　　（千円） 1,440,170 117.3

ファミリーサービス部門　（千円） 770,180 105.7

カジュアルサービス部門　（千円） 118,588 139.4

その他　　　　　　　　　（千円） 3,668 64.1

合計（千円） 2,332,608 113.9

　（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他は、食材売上であります。
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３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。　　

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間中に完了したものは、次のとおりであります。

 平成19年12月31日現在

事業所名

（所在地） 
事業部門 設備の内容

 帳簿価額（千円）

完了年月日
従業員数

（名） 
建物及び

構築物

工具、器具

及び備品 
その他  合計 

一刻魁堂緑店

（名古屋市緑区）

クイック

サービス

店舗設備 

 (新規出店)
44,867 11,312 － 56,179

平成19年

７月３日

3

(7)

中華定食浜北食堂

（浜松市浜北区）

ファミリー

サービス

店舗設備

 (新規出店)
27,368 8,713 － 36,082

平成19年

７月26日

2

(7)

旨飯中華食房稲沢アピタタ

ウン店（愛知県稲沢市）

ファミリー

サービス

店舗設備

 (新規出店)
21,766 10,789 － 32,555

平成19年

７月26日

2

(6)

龍虎餐房名古屋パルコ店

（名古屋市中区）

カジュアル

サービス

店舗設備

 (新規出店)
26,250 5,488 － 31,738

平成19年

８月１日

2

(6)

一刻魁堂静岡インター店

（静岡市駿河区）

クイック

サービス

店舗設備

 (新規出店)
40,072 10,312 － 50,385

平成19年

８月13日

3

(11)

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数欄の（外書）は、パート・アルバイト等の臨時従業員数（１日８時間勤務として計算した期中平均

人数）を記載しております。

２【設備の新設、除却等の計画】

（1）前期末に計画した設備の新設、除却等についての重要な変更は次のとおりであります。

①　新設

　当中間会計期間におきましては、一刻魁堂業態２店舗、中華食堂業態２店舗および龍虎（ロンフー）業態１店舗

の５店の新規出店を計画しておりましたが、積極的な新規出店を進めたことにより、一刻魁堂業態４店舗、中華食

堂業態３店舗を出店し、当初計画に対し、３店舗増の８店舗の新規出店となりました。

　なお、上記計画の変更により、以下の設備が増加しております。

 平成19年12月31日現在

事業所名

（所在地） 
事業部門 設備の内容

 帳簿価額（千円）

完了年月日
従業員数

（名） 
建物及び

構築物

工具、器具

及び備品 
その他  合計 

一刻魁堂明和イオン店

（三重県多気郡明和町）

クイック

サービス

店舗設備

(新規出店)
10,321 5,667 － 15,988

平成19年

10月19日

2

(7)

 一刻魁堂岐阜県庁前店

 （岐阜県岐阜市）

クイック

サービス

店舗設備

 (新規出店)
32,137 10,183 － 42,321

平成19年

11月１日

3

(8)

旨飯中華食房富士南イオン

店（静岡県富士市）

ファミリー

サービス

店舗設備

(新規出店)
29,043 7,173 － 36,216

平成19年

12月１日

3

(8)

②　売却

  当中間会計期間におきましては、中華食堂業態１店舗の退店により売却が発生いたしました。

事業所名

（所在地） 
 事業部門  設備の内容

 帳簿価額（千円）

建物及び構

築物

工具、器具及

び備品 
その他  合計 

中華定食栄食堂

（名古屋市中区）

ファミリー

サービス
店舗設備 25,266 4,848  － 30,115

　　(2) 当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

①　重要な設備の新設等

事業所名

(所在地)
設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定
完成後の

増加能力 
総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了 

一刻魁堂大高イオン店

（名古屋市緑区）
店舗設備 40,050 ― 借入金 平成20年２月 平成20年３月 44席
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事業所名

(所在地)
設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定
完成後の

増加能力 
総額

(千円)

既支払額

(千円)
着手 完了 

一刻魁堂横浜トレッサ店

（横浜市港北区）
店舗設備 27,035 ― 借入金 平成20年３月 平成20年３月 20席 

 龍虎餐房堺北花田プラウ

 店（堺市北区）
店舗設備 25,332 ― 借入金 平成20年３月 平成20年３月 50席

 （注）１　投資予定金額には、消費税等は含まれておりません。

  　　 ２　投資予定金額には、店舗賃貸借に係る差入保証金を含んでおります。

②　重要な設備の除却等

　　　　   該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,640,000

計 3,640,000

　②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（平成19年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年３月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,164,800 1,164,800
名古屋証券取引所

（セントレックス）
－

計 1,164,800 1,164,800 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年９月22日開催の定時株主総会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 41,550 41,550

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 83,100 83,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 900 900

新株予約権の行使期間
平成19年９月23日から
平成22年３月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　900
資本組入額　　　　450

発行価格　　　　　900
資本組入額　　　　450

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１　当社が株式分割又は併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。ただし、か

かる調整は、新株予約権のうち、当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につ

いて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割

もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行うこととします。

２　株式の分割及び調整前払込金額を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により１株当たりの払込金

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。

調整後

払込金額
＝
調整前払込金額×既発行株式数＋新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

  （併合の場合は減少株式数を減ずる）

３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地

位を有しているものとします。ただし、当社の取締役・監査役が任期満了により退任した場合、または従業

員が定年により退職した場合にはこの限りではありません。
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②　新株予約権者が死亡した場合は、相続人がその権利を行使することができるものとします。

③　新株予約権の質入れ・その他一切の処分は認めないものとします。

その他の条件については、当社と対象取締役及び従業員との間で締結する「株式会社ＪＢイレブン新株予

約権付与契約書」に定めるものとします。

４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

５　平成18年９月１日付の株式分割（１株を２株に分割）により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株
予約権の行使時の払込金額」および「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格およ

び資本組入額」が調整されております。なお、「新株予約権の数」および「新株予約権の目的となる株式の

数」は、退職により権利を喪失した付与者に係る新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減

じております。

 会社法第236条、第238条および第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 　　　　平成19年12月５日開催の取締役会決議

区分
中間会計期間末現在
（平成19年12月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年２月29日）

新株予約権の数（個） 101 101

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 10,100 10,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 507 507

新株予約権の行使期間
平成22年１月１日から
平成29年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　636
資本組入額　　　　318

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１　当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

　　　　　　だし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点において行使されていない新株予約権の目的となる株式の

　　　　　　数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるものとします。 

 　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 　　　　 　また、当社が時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募

　　　　　増資、株株予約権、新株予約権証券および新株引受の行使に伴う株式の発行を除く）、当社が合併、会社分　

　　　　　割株式式交換または株式移転（以上を総称して「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当てを行う場

　　　　　合、その他目的となる株式の数を調整することが適切な場合は、当社は合理的な範囲内で目的となる株式数

　　　　　の調整を行うことができるものとします。

 　　　２　新株予約権割当日後、当社が株式の分割・併合および時価を下回る価額で株式を発行または自己株式の処分

　　　　　 を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権、新株予約権証券および新株引受権の行使に伴う株

　　　　　 式の発行を除く）は、次の算式により１株当たり行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切

           り上げます。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式における「新規発行株式数」は「処分自己株式

           数」、「１株当たり払込金額」は「１株当たり処分価額」、「分割・新規発行による増加株式数」は「処分

　　　　　 株式数」とそれぞれ読み替えます。

     既発行 新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額

 

＝

 

調整前

行使価額

 

×

 

 株式数＋ 分割・併合・新規発行前の株価

  既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

 　 （株式の併合の場合は併合株式数を減ずる）

             　また、新株予約権割当日後に、当社が合併等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その１株当たり

　　　　　　 の行使価額の調整をすることが適切な場合には、当社は１株当たりの行使価額の調整を行うことができる

　　　　　　 ものとします。  

 　　　３　新株予約権の行使条件は次のとおりであります。

 　　　 ①　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の従業員その他これに準ずる地位にあるこ

　　　　　　と要するものとします。ただし、新株予約権の割当を受けた者が任期満了により退任または定年退職した
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　　　　　　場合、この限りではありません。

　　　　②  新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来前に死亡した場合は、その権利を喪失しま

　　　　　　す。なお、新株予約権の割当を受けた者が新株予約権の権利行使期間到来後に死亡した場合は、相続人が

　　　　　　その権利を行使することができます。

　　　　③　新株予約権の質入れその他一切の処分を認めないものとします。

　　　  ④  その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に

　　　　　　定めるとろによります。

 　　 ４　新株予約権を譲渡する場合には、取締役会の承認を要することとします。

 

（３）【ライツプランの内容】

         　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

 平成19年７月１日～
 平成19年12月31日

－ 1,164,800 － 479,205 － 394,254

（５）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新美　司  愛知県知多郡東浦町 157,300 13.50

株式会社グルメ杵屋  大阪市住之江区北加賀屋３丁目４番７号 105,800 9.08

有限会社エヌアイエムホール

ディングス

 愛知県知多郡東浦町大字藤江字三丁12番地
 

62,502 5.36

新美　さよ子  名古屋市中区 46,760 4.01

ＪＢイレブン社員持株会

 

名古屋市緑区有松町大字桶狭間字又八山30
番地の２

44,480 3.81

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社  東京都中央区京橋２丁目14番地１号 30,400 2.60

椋本　彦之  大阪市住吉区 24,000 2.06

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 23,000 1.97

サッポロビール株式会社  東京都渋谷区恵比寿４丁目20番１号 20,000 1.71

名城食品株式会社
 名古屋市緑区有松町大字桶狭間字高根28番
 地－１ 

20,000 1.71

計 － 534,242 45.86
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（６）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　1,164,300 11,643 －

単元未満株式 普通株式　　　　300 － －

発行済株式総数 1,164,800 － －

総株主の議決権 － 11,643 －

 　（注）１「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

　　　　 　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

　　　　 ２「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

 

　②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ＪＢイレブン
名古屋市緑区有松町桶

狭間又八山30番地の2
200 － 200 0.02

計 － 200 － 200 0.02

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 668 600 500 599 531 511

最低（円） 600 495 430 505 483 457

　（注）　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

３【役員の状況】

      前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 （1）新任役員

        該当事項はありません。

  

 （2）退任役員

 　　　 該当事項はありません。

 

 （3）役職の異動

 　　　 該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日ま

で）の中間財務諸表についてはみすず監査法人の中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定

に基づき、当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査

法人により中間監査を受けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

  前中間会計期間　みすず監査法人

　当中間会計期間　あずさ監査法人

３．中間連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

    ①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  540,543   263,263   260,180   

２．売掛金  11   154   3   

３．たな卸資産  39,285   40,883   31,574   

４．その他  137,979   150,625   134,149   

流動資産合計   717,820 18.4  454,928 11.6  425,908 11.6

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物 ※１，２ 1,619,047   1,778,873   1,656,378   

(2) 土地 ※２ 584,893   584,893   584,893   

(3) その他 ※１ 305,093   378,136   309,557   

有形固定資産合
計

 2,509,034   2,741,903   2,550,829   

２．無形固定資産  5,770   5,713   5,742   

３．投資その他の資
産

          

(1) 賃貸不動産 ※１ 201,019   186,305   193,243   

(2) 差入保証金  253,841   337,179   289,572   

(3) その他  210,297   185,340   197,565   

投資その他の資
産合計

 665,158   708,825   680,381   

固定資産合計   3,179,963 81.6  3,456,443 88.4  3,236,953 88.4

資産合計   3,897,783 100.0  3,911,371 100.0  3,662,861 100.0
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前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  154,442   158,979   126,154   

２．一年以内返済予
定の長期借入金

※２ 570,282   602,868   523,824   

３．未払法人税等  8,982   11,003   13,229   

４．賞与引当金  5,820   6,523   8,140   

５．その他 ※３ 384,565   402,379   389,652   

流動負債合計   1,124,092 28.8  1,181,753 30.2  1,061,000 29.0

Ⅱ　固定負債           

１．社債  300,000   200,000   250,000   

２．長期借入金 ※２ 1,382,018   1,445,852   1,223,432   

３．退職給付引当金  10,274   11,642   12,626   

４．役員退職慰労引
当金

 40,648   40,648   40,648   

５．その他  28,701   23,555   25,813   

固定負債合計   1,761,641 45.2  1,721,698 44.0  1,552,520 42.4

負債合計   2,885,734 74.0  2,903,452 74.2  2,613,521 71.4

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   479,205 12.3  479,205 12.3  479,205 13.1

２．資本剰余金           

(1）資本準備金  394,254   394,254   394,254   

資本剰余金合計   394,254 10.1  394,254 10.1  394,254 10.8

３．利益剰余金           

(1）利益準備金  14,180   14,180   14,180   

(2）その他利益剰
余金

          

別途積立金  80,000   80,000   80,000   

繰越利益剰余
金

 41,392   39,007   79,439   

利益剰余金合計   135,572 3.5  133,187 3.4  173,619 4.7

　４．自己株式   － －  △141 △0.0  △104 △0.0

株主資本合計   1,009,032 25.9  1,006,505 25.8  1,046,974 28.6

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券
評価差額金

  3,016 0.1  1,361 0.0  2,365 0.0

評価・換算差額等
合計

  3,016 0.1  1,361 0.0  2,365 0.0

Ⅲ　新株予約権   － －  52 0.0  － －

純資産合計   1,012,048 26.0  1,007,919 25.8  1,049,339 28.6

負債純資産合計   3,897,783 100.0  3,911,371 100.0  3,662,861 100.0
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    ②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   2,047,740 100.0  2,332,608 100.0  4,101,467 100.0

Ⅱ　売上原価   623,503 30.4  664,827 28.5  1,219,767 29.7

売上総利益   1,424,237 69.6  1,667,781 71.5  2,881,700 70.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費   1,369,802 66.9  1,638,893 70.3  2,783,415 67.9

営業利益   54,434 2.7  28,887 1.2  98,284 2.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  31,793 1.6  32,387 1.4  67,753 1.7

Ⅴ　営業外費用 ※２  62,659 3.1  55,811 2.4  113,605 2.8

経常利益   23,569 1.2  5,463 0.2  52,432 1.3

Ⅵ　特別利益 ※３  40,772 2.0  721 0.0  53,602 1.3

Ⅶ　特別損失 ※４  29,889 1.5  31,365 1.3  29,953 0.7

　税引前中間（当期）　
　純利益又は税引前中
　間純損失（△）

  34,452 1.7  △25,179 △1.1  76,081 1.9

　法人税、住民税及び
　事業税

  3,266 0.2  3,605 0.1  6,849 0.2

　中間（当期）純利益　
　又は中間純損失（△）

  31,185 1.5  △28,785 △1.2  69,231 1.7
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    ③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金資本

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高
（千円）

332,730 247,779 14,180 80,000 14,781 108,961 689,470 10,607 700,078

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 146,475 146,475 － － － － 292,950 － 292,950

剰余金の配当 － － － － △4,574 △4,574 △4,574 － △4,574

中間純利益 － － － － 31,185 31,185 31,185 － 31,185

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

－ － － － － － － △7,590 △7,590

中間会計期間中の変動額
合計
（千円）

146,475 146,475 － － 26,611 26,611 319,561 △7,590 311,970

平成18年12月31日残高
（千円）

479,205 394,254 14,180 80,000 41,392 135,572 1,009,032 3,016 1,012,048

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

新株
予約権

純資産合計 

資本金

資本
剰余金

利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金資本

準備金
利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年６月30日残高
（千円）

479,205 394,254 14,180 80,000 79,439 173,619 △104 1,046,974 2,365 － 1,049,339

中間会計期間中の変動額            

剰余金の配当 － － － － △11,646 △11,646 － △11,646 － － △11,646

中間純損失 － － － － △28,785 △28,785 － △28,785 － － △28,785

自己株式の取得 － － － － － － △37 △37 － － △37

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

－ － － － － － － － △1,004 52 △951

中間会計期間中の変動額
合計
（千円）

－ － － － △40,431 △40,431 △37 △40,468 △1,004 52 △41,420

平成19年12月31日残高
（千円）

479,205 394,254 14,180 80,000 39,007 133,187 △141 1,006,505 1,361 52 1,007,919

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

資本

剰余金
利益剰余金

自己

株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金資本

準備金

利益

準備金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計別途

積立金

繰越利益

剰余金

平成18年６月30日残高
（千円）

332,730 247,779 14,180 80,000 14,781 108,961 － 689,470 10,607 700,078
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株主資本
評価・換算

差額等

純資産

合計
資本金

資本

剰余金
利益剰余金

自己

株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金資本

準備金

利益

準備金

その他利益剰余金

利益剰余

金合計別途

積立金

繰越利益

剰余金

事業年度中の変動額           

新株の発行 146,475 146,475 － － － － － 292,950 － 292,950

剰余金の配当 － － － － △4,574 △4,574 － △4,574 － △4,574

当期純利益 － － － － 69,231 69,231 － 69,231 － 69,231

自己株式の取得 － － － － － － △104 △104 － △104

株主資本以外の項目

の事業年度中の変動

額（純額）

－ － － － － － － － △8,241 △8,241

事業年度中の変動額合

計

（千円）

146,475 146,475 － － 64,657 64,657 △104 357,503 △8,241 349,261

平成19年６月30日残高
（千円）

479,205 394,254 14,180 80,000 79,439 173,619 △104 1,046,974 2,365 1,049,339
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　　④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
　   至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

１　税引前中間（当期）純利益又は
税引前中間純損失（△）

 34,452 △25,179 76,081

２　減価償却費  111,598 136,977 233,598

３　賞与引当金の減少額  △990 △1,616 1,330

４　退職給付引当金の増加額 
（△減少額）

 821 △984 3,174

５　受取利息及び受取配当金  △1,144 △1,139 △2,279

６　支払利息  15,254 17,773 32,282

７　株式交付費  6,410 － 8,307

８　株式公開費用  11,808 － 11,907

９　投資有価証券売却益  △10,702 － △11,693

10　投資有価証券売却損  57 － 57

11　固定資産除却損  29,825 914 29,889

12　固定資産売却損  － 31,320 －

13　売上債権の減少額
（△増加額）

 △4 △150 3

14　たな卸資産の増加額  △12,332 △9,308 △4,621

15　仕入債務の増加額  38,811 32,825 10,522

16　未払金の増加額
（△減少額）

 4,571 5,492 △1,263

17　未払費用の増加額  26,126 19,590 25,499

18　その他  △36,821 △24,154 △39,005

小計  217,745 182,360 373,792

19　利息及び配当金の受取額  200 377 483

20  利息の支払額  △12,958 △17,719 △27,795

21  法人税等の支払額  △6,125 △4,986 △6,171

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

 198,862 160,031 340,308
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
　   至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

１　定期預金の純増減額  △15,004 20,020 △34,018

２　有形固定資産の取得による支
出

 △158,356 △355,437 △294,294

３　投資有価証券の売却による収
入

 23,733 － 25,317

４　敷金・保証金の支払による支
出

 △12,650 △50,007 △48,381

５　貸付金の回収による収入  11,719 10,636 23,355

６　その他  △2,420 316 △3,444

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

 △152,978 △374,471 △331,465

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

    

１　長期借入れによる収入  300,000 600,000 400,000

２　長期借入金の返済による支出  △241,610 △298,536 △546,654

３　設備未払金の支払による支出  △8,073 △2,853 △13,266

４　社債の償還による支出  △50,000 △50,000 △100,000

５　株式の発行による収入  286,539 － 284,642

６　株式公開費用の支払額  △11,808 － △11,907

７　配当金の支払額  △4,574 △11,029 △4,574

８　自己株式の取得による支出  － △37 △104

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

 270,473 237,543 8,136

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額  316,357 23,103 16,979

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  196,180 213,160 196,180

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

※ 512,537 236,263 213,160
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

 (2）たな卸資産

店舗食材

最終仕入原価法による原価法

(2）たな卸資産

店舗食材

同左

(2）たな卸資産

店舗食材

同左

 原材料

最終仕入原価法による原価法

原材料

同左

原材料

同左

 仕込品

最終仕入原価法による原価法

仕込品

同左

仕込品

同左

 貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却

の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（附属設備を除く）

については定額法によっておりま

す。

　なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 15年～31年

工具、器具及び

備品
６年～10年

(1）有形固定資産

   法人税法に規定する方法と同一

　　

 の基準によっております。

 建物（附属設備は除く）

　　イ　平成10年３月31日以前に取得

　　　　したもの

　　　 旧定率法

　　ロ　平成10年４月１日から平成19

　　　　年３月31日までに取得したも

　　　　の

　　　　旧定額法

　　ハ　平成19年４月１日以降に取得

　　　　したもの

　　　　定額法

　　建物以外

　　イ　平成19年３月31日以前に取得

　　　　したもの

　　　　旧定率法

　　ロ　平成19年４月１日以降に取得

　　　　したもの

　　　　定率法

 

 主な耐用年数

建物 15年～31年

工具、器具及び

備品
 ６年～10年

(1）有形固定資産

　同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2）無形固定資産

  定額法によっております。

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。

(2）無形固定資産

  同左

  

(2）無形固定資産

同左

 

 (3）長期前払費用

　効果の及ぶ期間にわたり均等償却

を行っております。

(3）長期前払費用

　同左

(3）長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 (4）賃貸不動産

  定率法によっております。

　ただし、建物（附属設備を除く）

については定額法によっておりま

す。

　なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物 15年～31年

工具、器具及び

備品
６年～10年

(4）賃貸不動産

　法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

建物（附属設備は除く）

　旧定額法

 　建物以外

　　 旧定率法

 
 主な耐用年数 

建物 15年～31年

工具、器具及び

備品
６年～10年

（追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産

及び賃貸不動産のうち償却可能限度

額まで償却が終了しているものにつ

いては、残存簿価を５年間で均等償却

しております。なお、この変更による

影響額は軽微であります。

(4）賃貸不動産

　同左

 

 

 

 

 

３．繰延資産の処理方法 (1）株式交付費

  支出時に全額費用として処理し

ております。

　――――――――――

  

(1) 株式交付費

　支出時に全額費用として処理し

ております。

４．引当金の計上基準 (1）賞与引当金

  従業員の賞与支給に備えるた

め、当中間会計期間に負担すべき

支給見込額を計上しております。

(1）賞与引当金

  同左

(1）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、

当期に負担すべき支給見込額を計

上しております。

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基

づき、当中間会計期間に発生して

いると認められる額を計上してお

ります。

(2）退職給付引当金

　同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務に基

づき計上しております。

 (3）役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金制度適用期間中

から在任している役員に対する制

度廃止日時点までの期間に対応し

た支給予定額を計上しておりま

す。

　なお、当制度は平成17年６月30日

をもって廃止しており、当中間会

計期間の新たな繰入額はありませ

ん。

(3）役員退職慰労引当金

　同左

　

(3）役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金制度適用期間中

から在任している役員に対する制

度廃止日時点までの期間に対応し

た支給予定額を計上しておりま

す。

　なお、当制度は平成17年６月30日

をもって廃止しており、当事業年

度の新たな繰入額はありません。

５．リース取引の処理方

法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　　同左 同左

６．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算

書）における資金の

範囲

　手許現金、随時引き出し可能な現金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。

　　同左 同左

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

　同左

(1）消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

 ──────────

 

 ──────────

 

 

１　固定資産の減価償却方法の変更

　平成19年度の法人税法の改正（(所得税法等

の一部を改正する法律　平成19年３月30日　法

律第６号）及び（法人税法施行令の一部を改

正する政令　平成19年３月30日政令第83号))に

伴い、平成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく方法

に変更しております。

  これに伴う損益への影響は軽微でありま

す。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年12月31日）

当中間会計期間末
（平成19年12月31日）

前事業年度末
（平成19年６月30日）

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

 1,297,444千円

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,532,086千円

 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,412,816千円

 　　　投資その他の資産の減価償却累計額

 182,280千円

 　　　投資その他の資産の減価償却累計額

196,994千円

 　　　投資その他の資産の減価償却累計額

190,056千円

※２　担保資産 ※２　担保資産 ※２　担保資産

　　　担保に供している資産 　　　担保に供している資産 　　　担保に供している資産

　建　　物 81,081千円 

  土　　地 455,162千円 

 合　計 536,244千円 

　建　　物 86,291千円 

  土　　地 455,162千円 

 合　計 541,454千円 

  建　　物 85,083千円 

  土　　地 455,162千円 

 合　計 540,246千円 

 　　 上記に対応する債務  　　 上記に対応する債務  　　 上記に対応する債務

一年以内返済予定

の長期借入金

222,457千円 

長期借入金 389,507千円 

 合　計 611,964千円 

一年以内返済予定

の長期借入金

156,316千円 

長期借入金 110,511千円 

 合　計 266,827千円 

一年以内返済予定

の長期借入金

240,529千円 

長期借入金 171,292千円 

 合　計 411,821千円 

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税及び仮受消費税は、相殺のう

え、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。

※３　消費税等の取扱い

　同左

※３　消費税等の取扱い

───────

   

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

　賃貸不動産収入 28,082千円 　賃貸不動産収入 29,250千円 　賃貸不動産収入 57,332千円 

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

　支払利息 12,712千円 

　賃貸不動産費用 26,323千円 

　株式公開費用 11,808千円 

　支払利息 15,107千円 

　賃貸不動産費用 27,551千円 

　  

　支払利息 27,037千円 

　賃貸不動産費用 55,253千円 

※３　特別利益のうち主要なもの ※３　特別利益のうち主要なもの ※３　特別利益のうち主要なもの

　投資有価証券売却益 10,702千円 

　固定資産税還付金 6,543千円 

　保険金収入 23,527千円 

――――――――― 　投資有価証券売却益 11,693千円 

　固定資産受贈益 11,746千円 

  保険金収入 23,527千円 

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 29,831千円 固定資産除却損 1,092千円 

固定資産売却損 30,272千円 

固定資産除却損 29,895千円 

投資有価証券売却損 57千円 

５　減価償却実施額

有形固定資産 104,162千円 

無形固定資産 28千円 

投資その他の資産 6,786千円 

５　減価償却実施額

有形固定資産 125,546千円 

無形固定資産 28千円 

投資その他の資産 9,895千円 

５　減価償却実施額

有形固定資産 217,660千円 

無形固定資産 57千円 

投資その他の資産 15,881千円 
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 区分
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

(発行済株式)

普通株式（注）
457,400 707,400 － 1,164,800

計 457,400 707,400 － 1,164,800

(注)　普通株式の発行済株式数の増加707,400株は、株式分割による増加457,400株、公募増資による増加250,000株でありま

す。

２．新株予約権に関する事項　　

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間会計期
間末残高
（千円）前事業年度末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

ストック・オプションと

しての新株予約権
－ － － － － －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年９月22日

定時株主総会
普通株式 4,574 １株につき10円 平成18年６月30日 平成18年９月25日

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの　
 該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 区分
前事業年度末株式数

（株）
当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

（発行済株式）

　普通株式
1,164,800 － － 1,164,800

計 1,164,800 － － 1,164,800

（自己株式）

　普通株式
150 73 － 223

計 150 73 － 223

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加73株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権に関する事項　　

新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間会計期

間末残高

（千円）前事業年度末
当中間会計

期間増加

当中間会計

期間減少

当中間会計

期間末

平成17年12月ストック・
オプションとしての新株

予約権

－ － － － － －

 平成19年12月ストック・
 オプションとしての新株

 予約権

－ － － － － 52

　(注)　平成19年12月ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

EDINET提出書類

株式会社ＪＢイレブン(E03500)

半期報告書

24/37



決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年９月26日

定時株主総会
普通株式 11,646  １株につき10円 平成19年６月30日 平成19年９月27日

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの　

 該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

区分
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式数

（株）
当事業年度減少株式数

（株）
当事業年度末株式数

（株）

（発行済株式）

普通株式
457,400 707,400 － 1,164,800

計 457,400 707,400 － 1,164,800

（自己株式）

普通株式
－ 150 － 150

計 － 150 － 150

(注)　１　普通株式の発行済株式数の増加707,400株は、株式分割による増加457,400株、公募増資による増加250,000

　　株であります。

２　普通株式の自己株式の株式数の増加150株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳
新株予約権の目的　
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当事業年度末
残高
（千円）

前事業
年度末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業
年度末

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － －

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年９月22日

定時株主総会
　普通株式 4,574 　１株につき10円 平成18年６月30日 平成18年９月25日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

　　次のとおり決議を予定しております。

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年９月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 11,646 １株につき10円 平成19年６月30日 平成19年９月27日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）

現金及び預金 540,543千円

預入期間３か月超の定

期預金

△28,006千円

現金及び現金同等物 512,537千円

現金及び預金 263,263千円

預入期間３か月超の定

期預金

△27,000千円

現金及び現金同等物 236,263千円

現金及び預金 260,180千円

預入期間３か月超の定

期預金

△47,020千円

現金及び現金同等物 213,160千円
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械及び装置 59,187 38,802 20,384

工具、器具及び
備品

128,099 66,725 61,373

合計 187,286 105,528 81,758

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

中間期末
残高相当
額
（千円）

機械及び装置 23,702 8,283 15,419

工具、器具及び
備品

84,777 44,613 40,163

合計 108,480 52,896 55,583

 
取得価額
相当額
（千円）

減価償却
累計額相
当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 23,702 6,035 17,667

工具、器具及び
備品

120,497 71,359 49,138

合計 144,200 77,394 66,805

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。

 （注） 同左  （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額等 ②　未経過リース料中間期末残高相当額等 ②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 26,174千円

１年超 55,583千円

合　計 81,758千円

１年以内 20,874千円

１年超 34,709千円

合　計 55,583千円

１年以内 21,783千円

１年超 45,022千円

合　計 66,805千円

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

 （注） 同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占める未

経過リース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額及び減価償却費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額及び減価償却費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額及び減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 18,082千円

減価償却費相当額 18,082千円

支払リース料 10,495千円

減価償却費相当額 10,495千円

支払リース料 33,034千円

減価償却費相当額 33,034千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額の算定方法

     同左

（減損損失について）

    リース資産に配分された減損損失はあり

ません。

（減損損失について）

    同左

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成18年12月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 5,044 10,122 5,077

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 5,044 10,122 5,077

 （注）１　減損処理を行った有価証券については、減損後の価額を取得原価としております。

２　減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

当中間会計期間末（平成19年12月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

(1）株式 4,451 6,743 2,291

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 4,451 6,743 2,291

 （注）１　減損処理を行った有価証券については、減損後の価額を取得原価としております。

２　減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理

を行っております。

前事業年度末（平成19年６月30日現在）

その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

(1）株式 4,451 8,433 3,982

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 4,451 8,433 3,982

 （注）１　減損処理を行った有価証券については、減損後の価額を取得原価としております。

２　減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

    い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

    っております。
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（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　　当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　　　52千円
 

２．当中間会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成19年12月ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数 当社従業員77名

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式　10,100株

 付与日 平成19年12月20日

 権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締

役、監査役、顧問もしくは従業員の地位を有しているものとします。

ただし、当社の取締役・監査役が任期満了により退任した場合、また

は従業員が定年により退職した場合にはこの限りではありません。

 対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

 権利行使期間 平成22年１月１日から平成29年６月30日

 権利行使価格（円）  507

 付与日における公正な評価単価（円）  129

 

 

 前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）
 　　　　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　　　　 （１）ストック・オプションの内容

 平成17年12月ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
当社取締役４名

当社従業員73名

 ストック・オプション数 普通株式　　90,000株

 付与日 平成17年12月20日

 権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役、監査役、顧問も

しくは従業員の地位を有しているものとします。ただし、当社の取締役・監査役が任

期満了により退任した場合、または従業員が定年により退職した場合にはこの限り

ではありません。

 対象勤務期間 対象期間の定めはありません。

 権利行使期間 平成19年９月23日から平成22年３月31日

 　（注）　上記に記載されたストック・オプション数は、平成18年９月１日付株式分割（株式１株につき２株）による

　　　　　 分割後の株式数に換算して記載しております。
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 　　　　（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 　　　　　　　　 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

                は、株式数に換算して記載しております。

　　　　　　　　①　ストック・オプションの数

 平成17年12月ストック・オプション

 権利確定前　（株）  

 　前事業年度末 44,050

   分割による増加 44,050

 　付与 －

 　失効 3,800

 　権利確定 －

 　未確定残 84,300

 権利確定後　（株）  

 　前事業年度末 －

 　権利確定 －

 　権利行使 －

 　失効 －

 　未行使残 －

 

　　　　　　　　②　単価情報

 平成17年12月ストック・オプション

 権利行使価格　（円） 900

 行使時平均株価　（円） －

 付与日における公正な評価単価　（円） －

 　（注）１　上記に記載された権利行使価格は、平成18年９月１日付株式分割（株式１株に付き２株）により権利行使

　　　　　　 価格の調整を行っております。

         ２　権利行使価格は１株当たりの払込金額を記載しております。

 

（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　該当事項はありません。

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

１株当たり純資産額 868円86銭
１株当たり中間純利益

金額 33円59銭
潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額

 

　33円50銭 

１株当たり純資産額 865円48銭
１株当たり中間純損失

金額 24円71銭

１株当たり純資産額 900円99銭
１株当たり当期純利益

金額 66円21銭

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式は存

在しますが、１株当たり中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式は存

在しますが、希薄化効果を有しないた

め記載しておりません。

　当社は、平成18年９月１日付で株式１
株につき２株の株式分割を行っており

ます。なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

 　当社は、平成18年９月１日付で株式１
株につき２株の株式分割を行っており

ます。なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。

前事業年度

１株当たり純資産額 765円27銭
１株当たり当期純利益

金額 8円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

は存在しますが、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できない

ため記載しておりません。

 
前事業年度

１株当たり純資産額 765円27銭
１株当たり当期純利益

金額 8円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

は存在しますが、当社株式は非上場

であり期中平均株価が把握できない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当

たり中間純損失金額
   

中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

（千円）
31,185 △28,785 69,231

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益又は普通株

式に係る中間純損失（△）(千円）
31,185 △28,785 69,231

期中平均株式数（株） 928,386 1,164,631 1,045,622

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 2,373 － －

（うち新株予約権）  (2,373)  (　－)  (　－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

―――――――― ―――――――― 平成17年９月22日定
時株主総会決議

ストックオプション

としての新株予約権　

　42,150個
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日）

前事業年度
（自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日）

　該当事項はありません。

 

 

　同左

 

 

　同左

 

 

（２）【その他】

　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第26期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月27日東海財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年３月28日

株式会社ＪＢイレブン  

 取締役会　御中    

 みすず監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　林　正　明　　

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　崎　宏　一　　

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｊ

Ｂイレブンの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第26期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から平成

18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ＪＢイレブンの平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月１日

から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年３月28日

株式会社ＪＢイレブン  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　林　正　明　　

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　崎　宏　一　　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ＪＢイレブンの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第27期事業年度の中間会計期間（平成19年７月１

日から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ＪＢイレブンの平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年７月１日

から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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